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Ⅰ ２０１３年度  第１四半期決算概況

Ⅲ 更なる成長に向けた取り組み状況

Ⅱ 競争力強化に向けた取り組み状況
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第１四半期決算のトピック
U.S.

GAAP

営業収益  
営業利益

【決算のポイント】

パケット収入＊＊  ： ４,７４９億円 （前年同期比： ＋１.６％）

総販売数 ：  ５３９万台 （前年同期比 ：  ＋４.４％）

スマートフォン販売数 ：  ３３５万台 （前年同期比 ：  ＋３４.４％）

Ｘｉ 契約数 ： １,４２０万  （前年同期比 ：  ４.３倍）

■ 前年同期比  増収 ・  減益  
■ スマートフォン・Ｘｉ  顧客基盤 大幅に拡大

◆  本資料における連結財務数値等は会計監査人による監査前のもの
＊  ２０１２年度決算よりパケット収入の集計定義を変更

： １１,１３６億円 （前年同期比 ：  ＋３.９％）  
： ２,４７５億円 （前年同期比 ：  －５.８％）
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主要な財務数値

＊１  各数値の算定については、本資料の「財務指標（連結）の調整表」及び当社ホームページ (www.nttdocomo.co.jp) 内の「株主・投資家情報」を参照

＊２  フリーキャッシュフロー算定にあたっては、期末日が金融機関の休業日であったことによる電話料金未回収影響額、及び期間３ヶ月超の資金運用を

目的とした金融商品の取得、償還及び売却による増減を除く

２０１２年度２０１２年度
４－６月４－６月((１１))

２０１３年度２０１３年度
４－６月４－６月((２２))

増減増減
((１１))→→((２２))

営業収益営業収益 １０１０,,７２３７２３ １１１１,,１３６１３６ ＋４１３＋４１３

営業費用営業費用 ８８,,０９７０９７ ８８,,６６１６６１ ＋５６４＋５６４

営業利益営業利益 ２２,,６２６６２６ ２２,,４７５４７５ －１５２－１５２

当社に帰属する当社に帰属する四半期四半期純利益純利益 １１,,６４３６４３ １１,,５８０５８０ －６３－６３

ＥＢＩＴＤＡＥＢＩＴＤＡマージンマージン  （（％％））  ＊１＊１ ３９３９..６６ ３７３７..８８ ーー１１..８８

設備投資設備投資 １１,,７７４７７４ １１,,４５４４５４ －３２０－３２０

フリーキャッシュフローフリーキャッシュフロー  ＊１＊１  ＊２＊２ －３０１－３０１ １６８１６８ ＋４６８＋４６８

（億円）

U.S.
GAAP
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１２年度１Ｑ １３年度１Ｑ

営業利益の状況

＊１ 月々サポート影響除く  ＊２  端末機器原価、代理店手数料の合計  ＊３  ２０１２年度決算より一部の営業収益項目の定義を変更

U.S.
GAAP

２,６２６億円
２,４７５億円

モバイル通信  
サービス収入の増  ＊１＊３

＋１０５億円

月々サポート影響

－７０２億円

その他の営業  
収入の増  ＊３

＋３７３億円

機器販売収入の増

＋６３６億円

機器販売  
費用の増  ＊２

＋２２６億円

営業収益  
＋４１３億円  
営業収益  

＋４１３億円
営業費用  

＋５６４億円  
営業費用  

＋５６４億円

償却費・  
除却費の増  
＋１３６億円 その他の  

費用の増

＋２０３億円
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１２年度 １Ｑ １３年度 １Ｑ

総販売数  ・  スマートフォン販売数

２４９

３３５

総販売数・スマートフォン販売数とも増加総販売数・スマートフォン販売数とも増加  
スマートフォン販売比率スマートフォン販売比率  更に上昇更に上昇

５１７
５３９

（万台）

３４.４％増

４.４％増

スマートフォン
販売比率
４８.３％

スマートフォン
販売比率
６２.２％

総販売数

スマートフォン  
販売数
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Ｘｉ  契約数

スマートフォン利用数  ・  Ｘｉ  契約数

１２年度 １Ｑ末 １３年度 １Ｑ末

（万契約）

スマートフォン基盤スマートフォン基盤  ２２,,０００万突破０００万突破
Ｘｉスマートフォン比率Ｘｉスマートフォン比率  ６割を超える６割を超える

３３２

１,４２０

４.３倍

（万契約）

１２年度 １Ｑ末 １３年度 １Ｑ末

約１,２００

約２,０５０

スマートフォン  利用数

約７０％増

Ｘｉ  比率
約１８％

Ｘｉ  比率
約６０％
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パケット収入  ・  スマートＡＲＰＵ

スマホスマホ  ・・  ＸｉＸｉ  拡大により拡大により
パケット収入パケット収入  ・・  スマートＡＲＰＵスマートＡＲＰＵ  増加増加

１２年度
１Ｑ

　　　　　
２Ｑ

　　　　　
３Ｑ

　　　　　
４Ｑ

１３年度
１Ｑ

１２年度
１Ｑ

　　　　　
２Ｑ

　　　　　
３Ｑ

　　　　　
４Ｑ

１３年度
１Ｑ

（円）

スマートＡＲＰＵ

３７０

４６０

（億円）

パケット収入  （月々サポート控除前）

４,７３８

５,１１３

※  ２０１２年度決算よりパケット収入の集計定義を変更

前年同期比  ７.９％増
前年同期比  ２４.３％増

月々サポート
控除後
４,６７４

月々サポート
控除後
４,７４９
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-25

-15

-5

5

４月 ５月 ６月

純増数  ・  解約率

解約率

ＭＮＰ・ポートイン・ポートアウト

２０１２年度  実績 ２０１３年度  実績

0

0.5

1

４月 ５月 ６月

純増数は苦戦純増数は苦戦  
ポートアウト・解約率はツートップ発売以降改善の兆しポートアウト・解約率はツートップ発売以降改善の兆し

１２年度１Ｑ  ：  ０.７４
１３年度１Ｑ  ：  ０.８６

純増数

１２年度 １Ｑ １３年度 １Ｑ

２６.６

８.７

（万契約）

（万契約）

（％）

ＭＮＰ

ポートイン

ポートアウト
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Ⅰ ２０１３年度  第１四半期決算概況

Ⅲ 更なる成長に向けた取り組み状況

Ⅱ 競争力強化に向けた取り組み状況
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２０１３年度  事業運営方針

構造改革による経営基盤強化

ｄマーケット  ・
新サービス

好調な滑り出し

デバイス ＮＷ サービス

ＬＴＥ  「Ｘｉ」
着実に拡大

「ツートップ」
販売好調

基本要素の磨き直し
ユーザ基盤の更なる拡大

クラウドサービスの拡充
新たな収益源を拡大

モバイル領域 新領域

「スマートライフのパートナーへ」
便利・充実・効率的 楽しみ・喜び安心・安全
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「ツートップ」  販売状況

両機種とも販売好調
・ ＸＰＥＲＩＡ Ａはフィーチャーフォン  
・  ＧＡＬＡＸＹ  Ｓ４はスマートフォン

ＳＳＣＣ－０－０４４ＥＥ

５月１７日発売後５月１７日発売後

約約１１０１１０万台万台

ＳＳＯＯ－０－０４４ＥＥ

ﾌｨｰﾁｬｰﾌｫﾝ
からの取替
約６２％

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ
からの取替

新規

ﾌｨｰﾁｬｰﾌｫﾝ
からの取替

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ
からの取替
約５０％

新規

５月２３日発売後５月２３日発売後

約約５５５５万台万台

からの取替を促進

TM

家電量販店携帯電話販売  
ランキング（ＧｆＫジャパン調べ） ＊

発売から１０週のうち

＊  当該一週間における機種別数量シェア  ＳＯ－０４Ｅ  “全国有力家電量販店の販売実績集計／ＧｆＫジャパン調べ“

９週  １位獲得  
１３年５月１３日～６月２３日の６週

 
１３年７月１日～７月２１日の３週
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お客様満足度向上を通じ
スマートフォンへの移行を促進

「ツートップ」  による効果

◆ フィーチャーフォン
ポートアウト数

＊  ３２％減

◆  応対時間・待ち時間短縮

◆  調達コスト低減

◆  スマートフォン移行数
＊

２３％増◆  わかりやすさ・選びやすさ

◆  お求めやすい価格

◆  ニーズにマッチした  
魅力的な端末

お客様満足度向上 ツートップによる効果

＊  ツートップ発売前（１３年５月１日～１６日）  と発売後（１３年６月１日～１６日）  での比較
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更なる販売施策のブラッシュアップ

スマートフォン基盤拡大・新規獲得
両輪で強化

新規獲得強化

ポートイン
施策強化

Ｎｅｗ!

スマートフォンシフト  
解約抑止

Ｎｅｗ!強化
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店頭オペレーションの効率化

店頭業務効率化・オンライン受付強化
待ち時間を削減

0%

10%

20%

１２年度 １３年度目標

３０％減

店頭待ち時間３０分以上比率

７７，２８０円

３，２２０円/月

▲４７，８８０円

１０，５００ポイント

店頭オペレーション改善

オンライン受付の強化

・  タブレットによる受付効率化
・  機種変更手続きの簡素化 ＊

・  スマホお悩みサポートメニュー
訪問者数  ７２４万人/月

・  スマートフォンあんしん遠隔サポート
契約者数  ３６３万

・  オンライン修理受付サービス  （７/２４～）

タブレット
受付システム

※  数値は２０１３年度１Ｑ実績

＊  お急ぎ・ご希望の方対象
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ＬＴＥ  Ｘｉ  「Ｓｔｒｏｎｇ.」  取り組み状況

Ｘｉ  基地局数順調に拡大
国内最速１５０Ｍｂｐｓサービス開始へ

＊  東名阪で運用開始予定

１３年３月１３年３月

２４２４,,４００局４００局

約３０約３０,,０００局０００局
１３年６月実績１３年６月実績

５０５０,,０００局０００局
１３年度末計画１３年度末計画

ＸｉＸｉ  基地局基地局倍増倍増 計画計画

１３年３月１３年３月

１３年６月実績１３年６月実績

１３年９月末計画１３年９月末計画

１３年３月１３年３月

１３年６月実績１３年６月実績

１３年９月末計画１３年９月末計画

７５Ｍｂｐｓ７５Ｍｂｐｓ 対応基地局対応基地局 １１２１１２..５Ｍｂｐｓ５Ｍｂｐｓ 対応エリア対応エリア

２５２５,,０００局０００局

１７１７,,３００局３００局 １３０１３０  都市都市

１５０都市１５０都市

３３３３  都市都市６６,,８００局８００局

１３年１０月末  １５０Ｍｂｐｓサービス開始予定
＊
、対応エリア順次拡大
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第三者機関  ＬＴＥ  調査結果

過去最多  ２１４７地点調査で
エリア  ・  速度とも  Ｎｏ．１ 日経ＢＰコンサルティング

「第２回全国ＬＴＥ/４Ｇエリア調査」

ＨＴＣ  Ｊ  Ｏｎｅ ｉＰｈｏｎｅ５ ＡＱＵＯＳ  ＰＨＯＮＥ  Ｘｘ ｉＰｈｏｎｅ５

２５.００Ｍｂｐｓ
２１.７７Ｍｂｐｓ

１２.３７Ｍｂｐｓ

２１.３６Ｍｂｐｓ

１１.８７Ｍｂｐｓダウンロード  
速度

ＬＴＥ  
エリア化率 ９８.６％ ９７.８％ ８４.４％ ８０.４％ ９３.９％

過去最多の全国１,７９３か所（全２,１４７ポイント）での大規模ＬＴＥエリア調査における結果（日経ＢＰコンサルティング調べ）
※  調査期間：２０１３年６月２６日  ～  ７月１５日  ※  ＬＴＥエリア化率：全２,１４７ポイント中、ＬＴＥでつながったポイント数の比率
※  ダウンロード速度：各機種ごとにＬＴＥによるデータ通信ができた場合のダウンロードスピードの平均値。計測には、「ＲＢＢ  ＴＯＤＡＹ  ＳＰＥＥＤ  ＴＥＳＴ」アプリを使用

Ｘｐｅｒｉａ  Ａ

高層ビル・タワー・展望施設でもっとも使えるのはドコモ
富士山・三保の松原 全５地点でＬＴＥがつかえるのはドコモだけ

http://www.au.kddi.com/?bid=we-we-gn-0001
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富士山  ＬＴＥ化

1717

山頂に加え、頂上に続く４登山道山頂に加え、頂上に続く４登山道
すべてでＬＴＥがつながるのはドコモだけすべてでＬＴＥがつながるのはドコモだけ ＊＊

＜ＬＴＥ  提供エリア＞  
・ 山頂
・  吉田口（登山口・登山道・山小屋）
・  須走口（登山口・登山道・山小屋）
・  御殿場口（登山口・登山道・山小屋）
・  富士宮口（登山口・登山道・山小屋）

富士山でもＬＴＥサービス開始  （７月１１日～）

＊  当社調べ  （２０１３年６月２８日～７月１１日）
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ｄマーケットの進捗

３ストア合計で７００万契約突破へ

１１年度
３Ｑ

　　　　　
４Ｑ

１２年度
１Ｑ

　　　　　
２Ｑ

　　　　　
３Ｑ

　　　　　
４Ｑ

１３年度
１Ｑ １２年度

２Ｑ
　　　　　　

３Ｑ
　　　　　　

４Ｑ
１３年度

１Ｑ

１２年度
２Ｑ

　　　　　　
３Ｑ

　　　　　　
４Ｑ

１３年度
１Ｑ

４４６万契約

８１万契約

１２５万契約ｄマーケット全体取扱高 １２７億円
（前年同期比  ３.１倍）
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各種サービスの状況

スマートフォン向けサービス順調に拡大

開始７０日で

１１０万契約
開始７０日で

１８０万契約

あんしんパックおすすめパック

開始５０日で

１３万契約

（女性向けサービス）

１３０万契約

※  数値は２０１３年７月２３日現在

１２年４月  サービス開始
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今後の取り組み方針

旅行

ファッション

学び/教育

デバイス ＮＷ サービス

ＬＴＥ  Ｘｉ  「Ｓｔｒｏｎｇ.」  
１５０Ｍｂｐｓ  開始

快適さの追求
３日間使用可能へ

ｄマーケット

更に拡大

最速・強靭な

ネットワーク

更なる

満足度向上

競争力の更なる強化・磨き上げ
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Ⅰ ２０１３年度  第１四半期決算概況

Ⅲ 更なる成長に向けた取り組み状況

Ⅱ 競争力強化に向けた取り組み状況
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スマートライフのパートナーへ

スマートライフの
実現！

スマートライフの
実現！

スマートライフの
パートナーへ！

スマートライフの
パートナーへ！

・便利・充実・効率的に・便利・充実・効率的に・便利・充実・効率的に

・楽しみ・喜び・楽しみ・喜び・楽しみ・喜び

・安心・安全に・安心・安全に・安心・安全に

・メディア・コンテンツ・メディア・コンテンツ・メディア・コンテンツ

・コマース・コマース・コマース

・金融・決済・金融・決済・金融・決済

その他  全８分野その他その他  全８分野全８分野

お客様の日々の生活をサポートお客様の日々の生活をサポート
スマートライフビジネス本部の設置（７月１日）による取組み強化

お客様 スマートフォン
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新領域収入の進捗

（億円）

年間目標７年間目標７,,０００億円に向け０００億円に向け
順調に拡大順調に拡大

メディア・コンテンツ

コマース

金融・決済

その他
約１,８００

年間目標  約１,４００

約１,６００

約２,２００

１Ｑ実績  約３００

約３５０

約５５０

約３００

新領域全体

１Ｑ実績

１,５００億円
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１２年度 １３年度１Ｑ １３年度（累計）

経営体質の強化

構造改革は順調に進捗構造改革は順調に進捗

※  削減額は対１１年度比

１,６００億円

５００億円削減額：

２２０億円

１３年度
１,１００億円
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事業運営の抜本的見直し事業運営の抜本的見直し

新領域

体制  
強化

モバイル領域

戦略企画を  
本社へ集約

営業力強化

きめ細やかな  
ネットワーク構築

顧客フロントを充実
マス・法人営業力強化

本社ミッションを見直し
戦略企画スピードアップ

狙い

新領域への大胆な
人材リソースシフト

顧客フロント

事業改革室を発足事業改革室を発足  （７月１日）（７月１日）  

抜本的な経営リソースシフト抜本的な経営リソースシフト
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最後に・・

１. ツートップ戦略は一定の成果  
スマートフォン基盤  順調に拡大

２. パケット収入  着実に成長  
ｄマーケット等の新領域収入  急速に拡大

３. 純増数改善に向け販売施策強化

４. 収入基盤拡大・コスト削減  両面で  
営業利益８,４００億円へ堅調な滑り出し
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Appendices
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営業収益の推移

モバイル通信サービス収入                   8,095 7,499 29,900

その他の営業収入 1,140 1,512 6,640

端末機器販売収入 1,488 2,125 9,860

２０１２年度 １Ｑ ２０１３年度 １Ｑ
２０１３年度 (通期予

想)

◆  「国際サービス収入」  は  「モバイル通信サービス収入」  に含めております

４６,４００

１０,７２３

（単位：億円）

１１,１３６

U.S.
GAAP

２０１３年度  
（通期予想）
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営業費用の推移

人件費 718 720 2,920

租税公課 98 100 380

減価償却費 1,575 1,666 7,250

固定資産除却費 97 141 600

通信設備使用料 544 531 1,850

経費 5,065 5,503 25,000

（再掲）収益連動経費 ＊ 2,637 2,928 13,490

（再掲）その他経費 2,428 2,575 11,510

２０１２年度 １Ｑ ２０１３年度 １Ｑ ２０１３年度 (通期予想)

＊収益連動経費＝端末機器原価＋代理店手数料＋ロイヤリティプログラム経費

８,０９７ ８,６６１

３８,０００

U.S.
GAAP

２０１３年度  
（通期予想）

（単位：億円）
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設備投資の推移

携帯電話事業（ＬＴＥ） 403 723 3,560 

携帯電話事業（ＦＯＭＡ） 665 218 700 

携帯電話事業（その他） 381 320 1,390 

その他（情報システム等） 325 194 1,360 

２０１２年度 １Ｑ ２０１３年度 １Ｑ
２０１３年度 （通期予

想）

１,７７４
１,４５４

７,０００

U.S.
GAAP

２０１３年度  
（通期予想）

（単位：億円）
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オペレーションの状況

２０１２年度  
１Ｑ  (１)

２０１３年度  
１Ｑ  (２)

増減  
(１) →  (２)

２０１３年度  
(通期予想)

携
帯
電
話

契約数  【千】 ６０,３９６ ６１,６２３ １,２２８ ６３,３９０

（再）  ＦＯＭＡ ５７,０７９ ４７,４２５ －９,６５４ ３８,０９０

（再）  Ｘｉ ３,３１７ １４,１９８ １０,８８２ ２５,３００

（再）  ｉモード ４０,３３６ ３０,６８９ －９,６４７ ２４,０３０

（再）  ｓｐモード １１,４６９ １９,９２１ ８,４５２ ２７,１６０

（再）  通信モジュールサービス ２,４５７ ３,２０４ ７４７ ３,６９０

純増数  【千】 ２６６ ８７ －１７９ １,８５０

販売数  【千】

（端末持込分含む）

販売数 ５,１６７ ５,３９３ ２２６ -

Ｘｉ

新規 ４６４ ８６０ ３９６ -

契約変更 ６８６ ２,０２１ １,３３６ -

機種変更 ４８ ３９６ ３４８ -

ＦＯＭＡ

新規 １,１４０ ８１５ －３２５ -

契約変更 ４ １６ １２ -

機種変更 ２,８２６ １,２８４ －１,５４２ -

解約率  【％】 ０.７４ ０.８６ ０.１２ -

総合ＡＲＰＵ  【円】 ４,９３０ ４,６１０ －３２０ ４,５７０

音声ＡＲＰＵ  【円】 １,９００ １,４７０ －４３０ １,３４０

パケットＡＲＰＵ  【円】 ２,６６０ ２,６８０ ２０ ２,７２０

スマートＡＲＰＵ  【円】 ３７０ ４６０ ９０ ５１０

ＭＯＵ  【分】 １１９ １０９ －１０ -
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主なサービスの状況

２０１２年度  
４Ｑ  (１)  

【前四半期】

２０１３年度  
１Ｑ  (２)

増減  
(１) →  (２)

ｄマーケット

ｄビデオ  会員数  （万契約） ４１３ ４４６ ３３

ｄヒッツ  会員数  （万契約） ５２ １２５ ７３

ｄアニメストア  会員数  （万契約） ３４ ８１ ４７

ｄミュージック  累計ダウンロード数  （万ＤＬ） ２,０８５ ２,３７２ ２８７

ｄブック  累計ダウンロード数  （万ＤＬ） １３,６１３ １５,１３６ １,５２３

ドコモサービスパック

おすすめパック  （万契約） － ８４ －

あんしんパック  （万契約） － １３６ －

その他新領域

カラダのキモチ  （万契約） － ６ －

ＮＯＴＴＶ  （万契約） ６８ １２２ ５４
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総合ＡＲＰＵ  ・  ＭＯＵ

１２年度 １Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ １３年度 １Ｑ １３年度（通期予想）１２年度  １Ｑ ２Ｑ １３年度（通期予想）３Ｑ

（単位：円）

：  音声ＡＲＰＵ ： パケットＡＲＰＵ

１,９００

： スマートＡＲＰＵ

４,９３０ ４,８７０

１,８１０

２,６６０ ２,６７０

１,３４０

２,７２０

４,５７０３７０ ３９０

５１０

◆  本資料に記載のＡＲＰＵについては、新たなＡＲＰＵの定義に基づき算出しています。

◆  ＡＲＰＵ・ＭＯＵの定義および算出方法については、本資料の「ＡＲＰＵ・ＭＯＵの定義および算出方法について」をご参照ください。

４,８５０

１,７１０

２,７２０

４２０

ＭＯＵ
（分） １１９ １１９ １１８

４Ｑ

１,５２０

２,６９０

４,６７０

４６０

１１０

１３年度  １Ｑ

１,４７０

２,６８０

４,６１０

４６０

１０９
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総合ＡＲＰＵ  （月々サポート影響除き）

１２年度 １Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ １３年度 １Ｑ １３年度（通期予想）

（単位：円）

：  音声ＡＲＰＵ  （月々サポート除き） ：  パケットＡＲＰＵ  （月々サポート除き）

２,０４０

： スマートＡＲＰＵ

５,１１０  
（１８０）

５,１６０  
（２９０）

２,０２０

２,７００ ２,７５０

１,７８０

２,９８０

５,２７０  
（７００）

３７０ ３９０ ５１０

５,２４０  
（３９０）

１,９９０

２,８３０

４２０

１,８６０

２,８６０

５,１８０  
（５１０）

４６０

１,８４０

２,８９０

５,１９０  
（５８０）

４６０

◆  スマートＡＲＰＵへは、月々サポート影響はありません。

◆  本資料に記載のＡＲＰＵについては、新たなＡＲＰＵの定義に基づき算出しています。

◆  ＡＲＰＵの定義および算出方法については、本資料の「ＡＲＰＵ・ＭＯＵの定義および算出方法について」をご参照ください。

：  音声ＡＲＰＵへの月々サポート影響 ：  パケットＡＲＰＵへの月々サポート影響

１２年度  １Ｑ ２Ｑ １３年度（通期予想）３Ｑ ４Ｑ １３年度  １Ｑ

※ （）内の数値は月々サポート影響

（２１０） （２８０）
（３４０） （３７０） （４４０）

（４０） （８０） （１１０）
（１７０） （２１０） （２６０）

（１４０）
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ＡＲＰＵ・ＭＯＵの定義および算出方法について

①  ＡＲＰＵ・ＭＯＵの定義

ａ. ＡＲＰＵ  （Ａｖｅｒａｇｅ  ｍｏｎｔｈｌｙ  Ｒｅｖｅｎｕｅ  Ｐｅｒ  Ｕｎｉｔ）  ：  １契約当たり月間平均収入

１契約当たり月間平均収入（ＡＲＰＵ）は、１契約当たりの各サービスにおける平均的な月間営業収益を計るために使われています。  
ＡＲＰＵはモバイル通信サービスおよびその他の営業収入の一部を、当該期間の稼動契約数で割って算出されています。こうして得られた  
ＡＲＰＵは１契約当たりの各月の平均的な利用状況及び当社による料金設定変更の影響を分析する上で有用な情報を提供するもので  
あると考えています。なお、ＡＲＰＵの分子に含まれる収入は米国会計基準により算定しています。

ｂ. ＭＯＵ  （Ｍｉｎｕｔｅｓ  Ｏｆ  Ｕｓｅ）  ：  １契約当たり月間平均通話時間

②  ＡＲＰＵの算定式

総合ＡＲＰＵ  ：  音声ＡＲＰＵ＋パケットＡＲＰＵ＋スマートＡＲＰＵ

・音声ＡＲＰＵ  ：  音声ＡＲＰＵ関連収入  （基本使用料、通話料）÷稼動契約数

・パケットＡＲＰＵ  ：  パケットＡＲＰＵ関連収入  （月額定額料、通信料）÷稼動契約数

・スマートＡＲＰＵ  ：  その他の営業収入の一部（コンテンツ関連収入、料金回収代行手数料、端末補償サービス収入、広告収入等）÷稼動契約数

③  稼動契約数の算出方法

当該期間の各月稼動契約数  （（前月末契約数＋当月末契約数）÷２）の合計

（注）  通信モジュールサービス、「電話番号保管」及び「メールアドレス保管」は、ＡＲＰＵ及びＭＯＵの算定上、収入、契約数ともに含めていません。
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財務指標（連結）の調整表

2013年3月期
 第１四半期

2014年3月期
 第１四半期

a.ＥＢＩＴＤＡ 4,251 4,204

減価償却費 △ 1,575 △ 1,666

有形固定資産売却・除却損 △ 50 △ 63

営業利益 2,626 2,475

営業外損益（△費用） 22 50

法人税等 △ 1,020 △
 

963

持分法による投資損益（△損失） △ 8 5

控除：非支配持分に帰属する四半期（当期）純損益（△利益） 24 14

b.当社に帰属する四半期（当期）純利益 1,643 1,580

c.営業収益 10,723 11,136

ＥＢＩＴＤＡマージン
 

(=a/c) 39.6% 37.8%

売上高当期純利益率
 

(=b/c) 15.3% 14.2%

（注）
 

当社が使用しているEBITDA及びEBITDAマージンは、米国証券取引委員会（SEC）レギュレーション
 

S-K Item10(ｅ)で用いられているものとは異なっています。
 従って、他社が用いる同様の指標とは比較できないことがあります。

１．  ＥＢＩＴＤＡ、ＥＢＩＴＤＡマージン

２．フリー・キャッシュ・フロー（特殊要因及び資金運用に伴う増減除く）

2013年3月期
 第１四半期

2014年3月期
 第１四半期

フリー・キャッシュ・フロー
 （特殊要因及び資金運用に伴う増減除く） △

 
301 168

特殊要因（注1） △
 

130 -

資金運用に伴う増減（注2） 1,599 174

フリー・キャッシュ・フロー 1,168 342

投資活動によるキャッシュ・フロー △
 

569 △ 2,074

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,737 2,416

（単位：億円）

（注1）
 

特殊要因とは、期末日が金融機関の休業日であることによる電話料金未回収影響額です。

（注2）
 

資金運用に伴う増減とは、期間3ヵ月超の資金運用を目的とした金融商品の取得、償還及び売却による増減です。

（単位：億円）





本資料に記載されている、将来に関する記述を含む歴史的事実以外のすべての記述は、当社グループが現在入手している情報に基づく、現時点における予測、期待、想定、計画、  
認識、評価等を基礎として記載されているに過ぎません。また、予想数値を算定するためには、過去に確定し正確に認識された事実以外に、予想を行うために不可欠となる一定の  
前提（仮定）を用いています。これらの記述ないし事実または前提（仮定）は、客観的には不正確であったり将来実現しない可能性があります。その原因となる潜在的リスクや不確定  
要因としては以下の事項があり、これらはいずれも当社グループの事業、業績または財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。また潜在的リスクや不確定要因はこれらに限ら  
れるものではありませんのでご留意ください。

1.  携帯電話の番号ポータビリティ、訴求力のある端末の展開、新規事業者の参入、他の事業者間の統合など、通信業界における他の事業者等及び他の技術等との競争の激化や競  
争レイヤーの広がりをはじめとする市場環境の変化に関連して、当社グループが獲得・維持できる契約数が抑制されたり、当社グループの想定以上にＡＲＰＵの水準が逓減し続けたり  
、コストが増大したり、想定していたコスト削減ができない可能性があること

2.  当社グループが提供している、あるいは新たに導入・提案するサービス・利用形態・販売方式が十分に展開できない場合や想定以上に費用が発生してしまう場合、当社グループの財  
務に影響を与えたり、成長が制約される可能性があること

3.  種々の国内外の法令・規制・制度等の導入や変更または当社グループへの適用等により、当社グループの事業運営に制約が課されるなど悪影響が発生し得ること

4.  当社グループが使用可能な周波数及び設備に対する制約に関連して、サービスの質の維持・増進や、顧客満足の継続的獲得・維持に悪影響が発生したり、コストが増加する可能性  
があること

5.  当社グループが採用する移動通信システムに関する技術や周波数帯域と互換性のある技術や周波数帯域を他の移動通信事業者が採用し続ける保証がなく、当社グループの国際  
サービスを十分に提供できない可能性があること

6.  当社グループの国内外の投資、提携及び協力関係や、新たな事業分野への出資等が適正な収益や機会をもたらす保証がないこと

7.  当社グループや他の事業者等の商品やサービスの不具合、欠陥、不完全性等に起因して問題が発生し得ること

8.  当社グループの提供する商品・サービスの不適切な使用等により、当社グループの信頼性・企業イメージに悪影響を与える社会的問題が発生し得ること

9.  当社グループまたは業務委託先等における個人情報を含む業務上の機密情報の不適切な取り扱い等により、当社グループの信頼性・企業イメージの低下等が発生し得ること

10.  当社グループ等が事業遂行上必要とする知的財産権等の権利につき当該権利の保有者よりライセンス等を受けられず、その結果、特定の技術、商品またはサービスの提供ができな  
くなったり、当社グループが他者の知的財産権等の権利の侵害を理由に損害賠償責任等を負う可能性があること、また、当社グループが保有する知的財産権等の権利が不正に使  
用され、本来得られるライセンス収入が減少したり、競争上の優位性をもたらすことができない可能性があること

11.  自然災害、電力不足等の社会インフラの麻痺、有害物質の拡散、テロ等の災害・事象・事件、及び機器の不具合等やソフトウェアのバグ、ウイルス、ハッキング、不正なアクセス、サ  
イバーアタック、機器の設定誤り等の人為的な要因により、当社グループのサービス提供に必要なネットワークや販売網等の事業への障害が発生し、当社グループの信頼性・企業イ  
メージが低下したり、収入が減少したり、コストが増大する可能性があること

12.  無線通信による健康への悪影響に対する懸念が広まることがあり得ること

13.  当社の親会社である日本電信電話株式会社が、当社の他の株主の利益に反する影響力を行使することがあり得ること

本資料に掲載されている会社名、ロゴ、製品名、サービス名およびブランドなどは、株式会社  ＮＴＴドコモまたは該当する各社の登録商標または商標です。

・  ｉＰｈｏｎｅはＡｐｐｌｅ  Ｉｎｃ．の商標です。

・  ｉＰｈｏｎｅ商標はアイホン株式会社のライセンスに基づき使用されています。

予想の前提条件その他の関連する事項
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